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ケニアでは携帯電話で税金を納めること
ができる。インドでは補助金や社会福
祉給付金が、統一された生体認証ID
システムと連結した個人の銀行口座に

直接振り込まれる。一部の先進国や新興国では、
税務当局が売上高や賃金に関する情報をリアルタイ
ムで収集し、それをもとに経済の状況を即座に把握
している。他の様々な分野同様に、公共財政は今デ
ジタル革命の只中にある。

公共財政とは、お金を集めてサービスや給付金の
支給に使い、所得を再分配し、景気循環の波を緩和
する技術である。こうした公共財政の効率性は、政府
がいかに数多くの情報を収集・処理し、こうした情報
に基づいて対応できるかという能力にかかっている。
ここでいう情報とは、企業と労働者の収入や、失業者
数、国の給付金の受給資格者についてのものである。

デジタル化によって、租税政策や支出政策を策定・

実施する上で拠り所となる情報基盤に変化がもたら
されつつある。デジタル化は既存の政策の有効性を
高めるだけでなく、完全に新しい政策を導入するた
めのツールも提供している。しかし、デジタル化には
負の側面もある。デジタル化とともに、プライバシー
や機密性、サイバーセキュリティに関する懸念が強ま
っているし、格差と再分配に関する一連の議論に拍
車がかかっている。

豊かなデータバンク

税務当局は、デジタルシステムや標準化された報
告フォーマット、電子インターフェースを通じて、民間
セクターが収集した銀行取引や利子所得などに関す
る情報のデータバンクにさらにアクセスできるように
なっている。例えば、オーストラリアとイギリスの税
務当局は、雇用者が支払った賃金のデータをリアル

テクノロジーが今、政府の徴税と支出のあり方を変えている
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デジタル化が進む  
    　　　　公共財政
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タイムで受け取っている。ブラジルとロシアでは、電
子請求システムを通じて企業の売上高に瞬時にアク
セスすることができる。 

データ収集が強化され、コンピューター処理能力
が向上することで、各国政府は既存の徴税方法を
改善しつつある。電子ファイリングによって、納税者
は所得申告を、政府はその処理を、より簡単かつ低
コストで行えるようになっている。第三者情報に包括
的にアクセスできるようになった今、所得申告の自動
入力システムを導入している国もある。このような国は
まだ少数であるが、その数は増え続けている。このシ
ステムのもとでは、納税者は提示された情報を確認す
るだけでよい。

ブラジルの税務当局は、公的電子帳簿システムを利
用して企業が支払うべき所得税額を算出している。中
国では、業者が付加価値税の還付を申告した際、実
際にその業者に税が課されたかを確認するために、
請求書照合技術を活用している。これは世界中の税
務当局を長年悩ませてきた問題の解決に向けての
大きな一歩である。

デジタルフットプリント

今日では、個々の納税者に関するデータを有効に集
約することが可能だ。英国歳入関税局のコンピュータ
ーシステム「コネクト」では、様々な政府機関や企業を
データ源として利用しつつ、個人のデジタルフットプリ
ントも活用して、納税者の全所得を示す統計データを
作成している。このデータに基づいて納税者が申告す
る情報が正確かどうか審査される。向上したデータ処
理能力はまた、歳入予測にも有用である。政府はデー
タを保存・分析する能力の高さを活かし、税収と景気
循環の相関関係をもとに経済危機を予測することが
でき、ひょっとすると、こうした危機を未然に防ぐこと
ができるかもしれない。現金残高を監視して流動性と
借入需要を評価することも可能である。

売り手と買い手がデジタルプラットフォームを介し
て取引できるピア・ツー・ピアのビジネスモデルが成
長しているが、これも徴税方法を改善する新しい機
会となっている。エストニアでは、ウーバー・テクノロ
ジーズ社が運転手の収入を国税当局に直接申告して
いる（Box 1を参照）。ピア・ツー・ピアのプラットフォ
ームが納税代行を担うこともある。例えば、エアビーア
ンドビーは先進国・新興市場国の10か国で、同プラッ
トフォームを利用する不動産所有者の代わりにホテル
税を回収している。

電子決済システムも含めたデジタル技術によって、
徴税のコストが削減されるだけでなく、課税ベースを
拡大させる可能性も生まれている。後者については、
例えば、納税者の特定・監督する力を向上させたり、
モバイル技術などの手段を用いて納税者のコンプラ

イアンスを助けたりすることで可能になる。また社会
福祉給付も改善している。デジタル送金システムによ
って、例えば、家族を支える母親を支援するハイチ
の「ティ・ママン・シェリ」プログラムや、最貧困層の
世帯に現金を支給するフィリピンの「4Ps」といった
プログラムの管理コストが大幅に削減されている。

生体認証

インドは先陣を切って生体認証技術を活用し、よ
り多くの人々への社会福祉給付に努めている（Box 
2を参照）。指紋や虹彩のスキャンといった生体情報
を採取・登録する技術を通じて、個人の本人確認を
低コストでより正確に行えるようになり、有資格者のみ
への給付が確実となった。マッキンゼー・アンド・カン
パニーは、政府の決済プロセス（歳入と歳出の両方）
のデジタル化によって、開発途上国は少なくともGDP
の1%相当額のコスト削減が可能だろうと見積もってい
る。この試算では、公共サービスの提供と課税ベース
の拡大という点で生じる有益な二次的改善効果が見
落とされている。例えば、インドでは財とサービスにか
かる新しい税を導入した結果、1年足らずで登録納税
者数が1.5倍に増加した。  

開発途上国もまた、モバイル技術がもたらす巨大

財政のバランス

Box 1
「X-Road」とともに道を開くエストニア
全てのエストニア国民には、生まれた時に固有
の11桁の番号が付与され、IDカードが発行さ
れる。国民はこのカード使ってオンライン投票
や診療記録の閲覧を行い、公共・税務・医療・
救急サービスを利用し、税を申告する。合計す
ると、このような政府サービスが600件以上、
オンラインで提供されている。
2011年にエストニア政府は、情報システム間
でインターネットベースのデータを安全にやり
取りできるプラットフォーム「X-ROAD」を導入
した。官民を問わず、企業と諸機関は、組織の
情報システムを無料でX-ROADに接続できる。
このシステムのもと、市民の雇用と納税記録を
リンクさせることによって所得税申告のデジタ
ル化が実現した。
政 府の試 算によると、X- ROAD導入の結
果、2016年には820年分の労働が削減された
という。デジタル署名の利用によって、全体で
GDPの約2%に相当するコストが削減されたと
推定されている。これは、1人当たり1週間の労
働時間に相当する。
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な可能性の開拓に乗り出している。国際的な業界団
体であるGSMアソシエーションによると、サブサハラ
アフリカだけでも2016年の携帯電話のユニークユ
ーザー数は4億2,000万人に上っており、今後、その
数は5億3,500万人に達し、およそ2人に1人が携帯電
話サービスに加入している計算になるだろうと予想さ
れている。ケニアはモバイル決済技術導入の先駆者で
ある。2007年に導入されたケニアの「M-Pesa」システ
ムでは、税金を納めることもできる。脆弱国では、紛争
や汚職が徴税と社会福祉給付の妨げとなっているが、
このような技術の利用がもたらす効果は特にこうした
国々で期待できるかもしれない。モバイル技術は、公
共サービスの質の改善や診療記録の追跡、情報の拡
散にも利用可能である。

生体認証と電子決済システムを利用して補助金をよ
り適切に給付することで、非効率的な再分配ツールへ
の依存が解消されるかもしれない。例えば、付加価値
税の軽減税率の適用は、貧困層を対象としたものであ

りながら富裕層により大きな利益をもたらしている。最
貧困層の生活をより確実に改善できるように的を絞っ
た給付の方が、より効果的で効率的だろう。別途、さ
らに議論を呼ぶ点ではあるが、テクノロジーは新しい
税収源を創出する可能性を秘めている。フェイスブッ
ク、アルファベットのグーグルをはじめ多くの企業は現
在、オンライン上でのユーザーとのやり取りを通じて、
ユーザーについて極めて価値の高い情報を収集してい
る。「データは新しい石油である」というのが本当なら
ば、天然資源と同じようにデータにも特別な課税制度
を適用する必要があるのだろうか。

安全なストレージ

機微なデータを安全に保管することも、開発途上
国と先進国を問わず、税務当局にとって重要課題と
なっている。ブロックチェーン、すなわち分散型台帳
技術に大きな期待が寄せられる分野である。ブロッ
クチェーンではデータが共有された分散型台帳に記
録され、損失や改ざん、盗難のリスクのない取引記録
が永久に残るため、取引システムの信頼性が高まる。
イギリスでは労働年金省が、給付金支給の記録と、請
求に対する過払い防止のために、ブロックチェーンを
試験的に導入している。

デジタル技術は既存の税制の改善に資するのみで
なく、新しい制度をつくり出すためのツールをもたらす
ものでもある。ひとつ例を挙げよう。現在の所得税課
税制度は、恣意的に1年間という期間を税額査定のベ
ースとしている。しかし、個人の生活水準を決めるのは
より長い期間で見た所得、原則的には人生全体にお
ける所得であり、1年という期間は短すぎる。これは給
付金を当面のニーズに合わせて調整する上でも短す
ぎる。テクノロジーを活用すれば、より適切な期間に
基づいて税を徴収し、社会福祉給付を支給すること
が可能になるかもしれない。

ビッグデータも、違反のリスクを評価し、新しい祖
税政策や支出政策が与える行動面での影響を予測
する上で活用が可能であろう。ブロックチェーン技術
の普及によって、原理上は付加価値税の必要性が
なくなる可能性がある。付加価値税は生産の全段階
に課され、事業者は仕入れ等にかかった税を相殺で
きる仕組みになっている。もし、一連の取引全体を
確実に記録するという大きな条件が万が一満たせれ
ば、生産の全段階で継続的に税の会計を行えるよう
になる。税は単純に計算され、最終消費の時点で課
されることになる。  

限界とリスク

もちろん、デジタル技術のもたらす恩恵にも限界が
ある。適正な手続きと運営という基盤に代わるものは

BOX 2
インドの銀行口座と生体認証
インド経済は近年、政府が進める複数の取り組
みのもとで、大規模なデジタル化を実現してい
る。生体認証IDの国家プロジェクト「アドハー」
には、およそ11.5億人の居住者が登録されてい
る。金融システムへのアクセス拡大に向けたプ
ロジェクトが開始されたのは2014年8月のこと
であった。その後、2017年3月までに開かれた
銀行口座の数は2億8,000万を超えている。
インド政府はこうした取り組みを活用し、社会
福祉給付金の支給方法を改善してきた。2013
年に開始された「給付金直接送金プログラム」
によって補助金や給付金の支給方法は大きく
変わり、現在では受給者のアドハー生体認証
IDとリンクした銀行口座に直接入金されること
になっている。一連のプログラムには、調理用
ガスのための補助金のプログラムも含まれてい
る。2017年4月にはインド国民に対し、納税申
告の際にアドハー番号を記載することが義務
付けられた。その後、個人の銀行口座とアドハ
ーを連結させることも義務化された。2018年
の予算には、企業を対象としたアドハープログ
ラムも提案されている。
試算結果には幅があるが、通信・情報技術省
は2017年3月に、これらのプログラムの結果、
過去2年半で70億ドル相当のコスト削減があ
ったと発表した。10億件を超えるアドハーシス
テム登録第一弾にかかった費用は1人約1.16ド
ル、全体では13億ドルとされている。
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デジタル技術を駆使すると、
既存の税システムを改善できる。
また、こうしたテクノロジーは
新しい税システムをつくる手段にもなる。

ない。例えば、誤った情報が自動入力された所得申
告は、ごまかしを助長することになろう。納税者にと
って、自分の納税額を減らす誤りを修正することにメ
リットはほぼないからだ。政治的、制度的、人的能力
上の制約が、政府の革新と進歩的な解決策の導入を
妨げる恐れもある。腐敗した官僚や納税者がデジタル
システムの裏をかくかもしれないし、仮想通貨が脱税
に利用されるかもしれない。また、低所得国が最先端
技術を活かして先進諸国を追い越すという説をよく耳
にはするが、もしその人口の大半がデジタル世界にア
クセスできなければ、こうした国々が「カエル跳び」で
成長する可能性は限定的だろう。失敗に終わった高コ
ストのITプロジェクトが過去にいくつもあったことは、
記憶にとどめておくべきである。

さらにデジタル技術によって、サイバーセキュリティ
やプライバシー、不正行為に関する新たな懸念が生
まれている。アメリカ合衆国の内国歳入庁や国務省
といった政府機関からのデータの盗難事件で、政府
の情報システムの脆弱性が浮き彫りになった。ヨーロ
ッパの一部の国では、付加価値税の不正な還付請求
が多発している。個々のケースは規模が小さく注意を
引かないが、合計すれば相当な額となる。公共財政の
デジタル化には、激しい競争が伴うことを予期しておく
べきであろう。こうした競り合いにおいては、善意ある
政府が常に勝ちを制するとは限らない。

企業に関しては、デジタル化に伴って、企業の物理
的な拠点に焦点をあてた現在のシステムが抱える課題
が大きくなっている。アルファベットやアマゾン、アップ
ルやフェイスブックといった企業は物理的なプレゼン
スがわずかな国、もしくは、ゼロの国においても、大き
な経済的プレゼンスを有することができる。さらに根
本的な問題は、上でも言及した点である。これは多く
の論争を巻き起こしている問題だが、（特に広告主に
とっての）商業的価値が商取引自体だけでなく、オン
ラインサービスのユーザーからも生まれるようなビジ
ネスモデルは、現在のアプローチとは上手く合わない
と多くの人々が考えている。これに対して、ヨーロッパ
の一部の国からは、そのようなユーザーが創出する価
値が大きい場合には、利益ではなく売上高の一部に
課税することが提案されている。しかし、実際にはテ
クノロジーが全ての企業の経営にとって重要となって
いる今、デジタル企業のみを抜き出して特別税制措置
を適用することには本質的な問題がある。さらに人工
知能とロボット工学の発展とともに、失業率の上昇と格
差の拡大を危惧する声が高まりつつある。もし、こうし
た恐れが現実のものとなったら、政策当局は課税ベー
スが縮小し、社会保障支出が拡大する可能性に直面
することになるかもしれない。人間の仕事を代替する
新しいロボットへの課税を提案する人もいる。一方で、
これを事実上進歩に対する課税であると見なし、むし
ろ資本所有のより公正な分配と、自動化が創出する利

益に対する課税を提唱する声もある。これによって新
技術による生産性の向上を維持できるというのがその
主張だ。ユニバーサル・ベーシック・インカムというア
イディアも、資力調査を行う仕組みより高コストであり
ながらも支持を得つつある。

変化への対応

しかし、これらは公共財政をはるかに超えた問題
である。デジタル革命によって、市場も、社会も、政府
も、常に変化に適応せざるをえない。政府に及ぶ影響
は、正負ともに大きなものとなるだろう。民間セクター
による技術革新の速度を考えると、チャンスを活かし、
リスクを緩和するための措置を整備することの緊急性
は明らかである。これまでの経験からは、多くの恩恵
が手の届く範囲にあることが示唆されている。デジタ
ル革命がもたらす利益を余すところなく得るためには、
各国が喫緊の優先課題の解決策に重点的に取り組む
必要がある。脆弱な人々を特定し、支援を行うことに
手を焼いている発展途上国は、例えば、生体認証や情
報システム（社会福祉登録簿）を社会事業の実施に大
いに活用できるかもしれない。電子決済システムとモ
バイル技術を使って給付漏れを減らそうという国もあ
るだろう。しかし、いずれの国も、デジタル世界からの
排除やサイバー攻撃、不正行為、プライバシー侵害と
いう落とし穴を避けるための対策を講じなくてはなら
ない。そのためには税務、政治、ガバナンスの堅固な
制度が求められる。 
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